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カィン-ウ行政村における集団化の事例報告

- 集団化期における家庭経済の変化について-

大 野 美 紀 子*

ReportontheProcessofCollectivizedFarminginKhanhHauVillage:
ChangesinHouseholdEconomyduringCollectivization

OHNO Mikiko*

Afterreunificationin1976,0meoflargestchangesexperiencedbyvillagesintheMekong
Deltawasashifttocollectivizedfarming.Althoughthesocialistauthoritieshadplanned
step-upcollectivizationandforcedfarmerstojoincollectivizedfarminggroup,almostall
farmersresistedthesepoliciesstrongly,eventuallycausingtheauthoritiestoabondon
step-upcollectivizationandreverttothepre-collectivizationlandholdingsituation,as
sanctionedin1988'sNo.10agreement.
IncontrasttothegeneralsituationintheMekongDelta,KhanhHauvillagewas
selectedasamodelofcollectivizationbytheprovincialauthority,carriedoutstep-up
collectivization,organizedsomeinitialagriculturalcooperatives,andstartedcollectivized
farmingin1978-79.1nadditiontopressurefromtheprovincialauthority,farmershadthe
followingreasonsforchoosingcollectivization:failuretoattainself-sufficiencydueto
continuinglandholdingfragmentationaftertheagrarianreformsofthe1950sand1970S;
familiaritywithasemi-collectivefarmingsystemundervillagelabororganizers(trum)
beforecollectivization;andexperiencewithnon-agriculturalshort-timelabor,suchasin
trading,andsmall-scalefarmingontheirfarmstead,Withwhichtheycontinuedtosupple一
meれttheirincomeaftercollectivization.

Undercollectivizedfarming,farmersshowedreluctance,tinkeringlnPaddyfields,
pursuinggainfulemploymentoutsidethevillage,andfleeingfrom laborobligations,
althoughcollectivizedfarmingcontinueduntil1984whenconvertedtoindividualfamily
farminguponfulfillingquotas.TheeconomicsituationinKhanhHauvillageduring
collectivizationisanexampleofeconomicdiversityinthevillagesoftheMekongDelta
afterreunification.

は じ め に

南北統一後のメコンデルタ農村が経験した最大の変化のひとっは,社会主義政権下における

農業の集団化- 個別家族経営から集団経営による生産体制への移行であった｡

フランス植民地期以来のメコンデルタに普遍的であった地主一小作農関係は,戦時中の地主

階級の国外脱出とベ トナム共和国政権下あるいは解放区における農地改革を通 じてはぼ崩壊

*2-31-10-106Tenjin-cho,Takatsuki-City,Osaka569-ll17,Japan

100



大野:カィン-ウ行政村における集団化の事例報告

し,自作農化が進展していた｡統一後の社会主義政権はその状況を土地調整によってさらに促

進し,土地所有の平等を基盤として農民を集団経営体に組織していくことを目指した｡しかし

ながら,この集団化は個別家族経営を主体とするメコンデルタ農民にとって ｢土地の没収｣を

意味することにはかならなかったためその抵抗は根強く,集団化はなかなか進展しなかった｡

メコンデルタ農村における農業の集団化は当初のもくろみを大きく外れ,1976年の土地調整か

ら幾っかの政策的転換を経て87年には土地紛争が拡大し, そして1988年の ｢10号決議｣ に

よって集団化以前の土地所有への復帰が追認されることによって終荒した｡旧態の土地所有状

況に復帰したことによって土地を失った農民はフロンティア-集団入植へと赴いた｡

メコンデルタ農村における集団化は,農民の強い抵抗に遭いほとんど進展 しないまま88年

以降に集団化前の土地所有状況に回帰し,現在のメコンデルタでは組織された合作社 ･生産集

団は痕跡を留めていない｡

メコンデルタにおける農業の集団化はその実態が不明なままに ｢公式報告上の存在｣と評価

されているが [Beresford1989:113-115],本稿は,メコンデルタにおける集団化の数少ない事

例であるロンアン省力ィン-ウ行政村を例に1976年から80年代前半の集団化の実態を明らか

にするものである｡それによって,80年代末にメコンデルタで発生 した土地紛争とその結果推

進されたフロンティア-の入植政策を扱うについての前史を埋めていきたい｡

ベトナムにおける農民と国家の力関係において,国家権力が強力であるか,弱体であるかに

ついては従来から論議されてきた｡近年の論調では,80年代末に生じた北部紅河デルタの合作

社解体過程を通じて表われた農民と国家の緊張関係の分析から,国家はさまざまな社会組織と

いうパイプを介して,農民 ･労働者の中からつきっけられた要求や社会的圧力に対して,適宜

対応しようとする傾向があると指摘されている [Kerkvliet1995a:65-67;1995b:414;Beres-

ford1988:116-118]｡

メコンデルタにおける集団化の挫折は,農民に対して弱体な国家権力の存在を示しているに

せよ,本稿が扱うカィン-ウ行政村のような集団化の実施例が散見されることについて,南北

統一直後の特殊な状況に還元せずに,あらためて,農民と国家の関係について見通していく余

地があるものと思われる｡この点について,本稿では集団化実施過程に表われた農民-国家の

力関係について考察していきたい｡

Ⅰ 集団化 の動 向

ト1 メコンデルタにおける集団化の動向

メコンデルタにおける集団化政策の経緯とその影響については出井によって詳細に明らかに

されているので [出井 1989:4卜58],本章ではメコンデルタにおける集団化の動向を概略し,
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その特色を述べるに留めたい｡

メコンデルタ農村における集団化は,1976年以降に行われた土地調整に始まる｡統一後のメ

コンデルタ農村には,戦時中に地主制がほぼ崩壊 したとはいえなおも在村地主が残存する一

方,土地なし農業世帯1)が滞留するという経済格差が存在 していた｡統一後の政権は,富農 ･農

村内ブルジョワジー ･反動分子 ･上層中農と規定 した農民層の土地を没収 ･献呈 ･譲渡といっ

たさまざまな手段で取 り上げ,土地なし農民や貧農に分配することによって農民間の階級差を

是正 しようとした｡これが土地調整である｡

集団経営の経験をまったく持っていなかったメコンデルタ農民に対 して,集団化は生産団結

組 (Todoanketsanxuat)一生産集団 (Tapdoansanxuat)一農業合作社 (Hoptacxanong

nghiep)と段階的に実現 し,それによって農民を集団化に慣れさせていくこととなっていた｡2)

しかしながら,集団化実施段階における生産団結組の軽視,土地調整の不徹底,加入強制,

幹部の管理能力不足によって, 1979年末までに成立 した生産集団と合作社は80年代前半まで

にほとんど崩壊 した [同上論文:45-46]｡ 81年になると,戦後の農業生産の不振を克服するた

めに,集団化における共同作業とその労働に応 じて収穫を分配する三請負制を放棄 し,替わっ

て農民に一定面積の土地を貸 し,生産物を請け負わせることによって,農民の生産意欲を刺激

し生産回復を図る生産物請負制への移行が決定された｡83年以降再度の集団化運動が取 り組ま

表 1 メコンデルタ･紅河デルタにおける集団化の動向

1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年

メ 農業世帯数 (千戸) 1,577.0 1,715.9 1,788.6 1,813.6 1,861.2 1,928.2 1,973.3 1,965.1 2,011.9 2,062.0

コン 農業合作社数 98 100 46 43 73 155 259 374 438 444

デル 合作社参加世帯数 (千戸) 28.9 30.3 10.5 10.8 19.7 39.1 72.4 117.1 142.2 142.6
夕 合作杜参加率 (%) 1.80 1.70 0.59 0.60 1.05 2.03 3.67 6.00 7.00 6.90

紅 農業世帯数 (千戸) 1,900.4 1,942,l l,981.9 2,017.3 2,075.9 2,120.9 2,165.0 2,230.4 2,291.1 2,365.3

璽 農業合作社数 2,054 2,146 2,383 2,691 2,750 2,765 2,778 2,768 2,801 3,037

フ~ノレ合作社参加世帯数 (千戸) 1,884.9 1,929.l l,970.0 2,003.4 2,058.3 2,108.7 2,152.9 2,216.8 2,280.5 2,352.0

出所 :[VuNongnghiepTongcucThongke1991:22-41,60-66]

1)土地なし農業世帯は,農地を所有していないが,生計手段を農村内における農作業を主とする短期

雇用労働に従事することによってまかなう｡ また副業として時に屋敷地において家畜家禽飼育 ･養

魚･果樹疏菜栽培を行う｡

2)生産団結組は集団化へ移行する過程で農民が最も接しやすい,最も容易かつ簡単な組織である｡生

産集団は初級合作社に類似した小規模な過度的集団経済形態で,土地と他の主要生産資材は集団化

し,分業協力を基盤とした集団労働に組織している｡しかし,労働力配分の実現を主眼としてお

り,土地の収穫や集団化されていない生産器機貸借料は支払われ,成員の労働に応じて重要生産物

が分配される｡農業合作社は生産集団より大規模かっ生産経済組織として程度の高い形態であり,

生産の再組織 ･労働分業･高い程度の技術と物質的基盤の建設のための条件を有している｡生産の

発展状況に従い土地の収穫物分配は合作社移行時になくなる [CaoVanLuong 1983:20]｡
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れ,土地調整を促進し個人経営に累進課税を課す新農業税法を導入 して,集団組織に加入せざ

るを得ない状況を政策的に創り出した [同上論文:50-54]｡

表 1に明らかなように,メコンデルタでは1979-80年にかけて 100の農業合作社が成立 し

たが,81年に入ると合作社数は半分以下に減少し,合作社数が再び増加に向かうのは83年以

降である｡

メコンデルタにおける農業の集団化は複雑な政策的経緯を辿った結栄,以下にあげた3点の

特色をもっていた｡第 1にメコンデルタ農村では紅河デルタ農村と比較して合作社組織率が極

端に低 く, 1986年までにメコンデルタ農民の中で農業合作社に参加したのは6%に満たなかっ

た [Vo-TongXuan1995:187]｡

当初計画されていた初級合作社である生産集団から合作社へ昇位する段階的集団化が,80年

代に入るとほぼ断念され,生産集団による集団化というより現実的政策が選択された｡この結

莱,生産集団を考慮に入れて集団化組織率を評価するならば,85年末までに南部では全農業世

帯の86.4%,全耕地の81.8%が参加 した [NguyenVanNhat1990:14]｡第2の特色として,

紅河デルタ農村の集団化が合作社形態に収赦していたのに対 して,メコンデルタ農村では生産

集団を主要形態としていた｡

第 3に,メコンデルタにおいて集団化が進展したのは,81年末に導入された生産物請負制以

降であり,その実態においては個別家族経営が行われていた｡請負制下では世帯内労働人員数

に応 じて土地を請負う替わりに,一定の生産量を国家に納入する形態が導入された｡ したがっ

て合作社や生産集団内では ｢定率に従って土地を請負うと,集団経営は組織されず合作社員や

生産集団員は請負地において個人経営に回帰 した｣[VuTrongKhai1989:40]｡

このように,メコンデルタ農村における集団化は当初想定されていた段階的発展が放棄さ

れ,生産集団を主体とした請負制下における個別家族経営として進展し,農民の生産グループ

-の組織化は限定的なものに留まったのである｡ したがってその解体はきわめてすみやかで

あった｡86年年末にドイモイ路線が採択されると,合作社 ･生産集団は活動休止状態に陥り請

負地の返還をめぐる土地紛争が激化し,88年 10号決議は集団化の崩壊を追認する結果となっ

た ｡

ト2 ロンアン省における集団化の動向

メコンデルタ東端に位置するロンアン省は,北方にドンタップムオイと呼ばれる広大な開拓

地を擁する一方,省内南方は人口桐密地域となっている｡

ロンアン省では78年末には早くも4農業合作社が成立 した｡この4農業合作杜は,スアンカ

ウ (XuanCau)合作杜 (現タンアン市ロイビンニョン村),フォックケー (PhuocKhe)合作

礼 (カンズオック県),アオゴン(AoGon)合作社 (カンドゥオック県),フォックトゥ(Phuoc
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表2 ロンアン省における集団化の動向

1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年

農業世帯数 (千戸)1) 146.6 155.4 154.3 164.2 167.2 174.9

農業合作社数

合作社参加世帯数 (戸)

合作社参加率 (%)

4

4

6

7

6

9

0
.

4

8

1

4

6

9

0
.

8 9 22

2,073 2,468 6,301

1.26 1.48 3.60

生産集団数 231 217 375 573 1,373 2,532

生産集団参加世帯数 (戸) 10,259 9,863 15,136 24,269 68,340 137,440

生産集団参加率 (%) 7.00 6.34 9.80 14.78 40.87 78.58

出所:[ChicucthongkeLongAnn.d.:97;CucthongkeLongAn10namxaydungvaphattrien
kinhtevanboaxahoi1976-1980n.d.:98;VuNongnghiepTongcucThongke1991:23-27,
30-34,62-づ6]

1)農業世帯数はVuNongnghiepTongcucThongke[1991:60-66]による｡

Tu)合作社 (現ベンルック県)といずれも省内南方地域に立地した｡表 2に示されるように,

ロンアン省における集団化の動向は,おおむねメコンデルタにおける集団化の全体傾向をほぼ

同様に辿った｡同省における集団化は83年までほとんど進展 しておらず,合作社あるいは生産

集団という形態で集団化に組み込まれたのは同省内全農家のわずか約 16% であった (表 2)0

83年に再び土地調整に取り組み,84年に生産物請負制が実施されると急速に進展 し,85年ま

でに省内全農業世帯の8割以上が生産集団 ･合作社に参加するに至った｡

Ⅰ-3 カィンハウ行政村における集団化の成立過程

ロンアン省力ィン-ウ行政村 (ⅩaKhanhHau)は省都タンアン市 (ThixaTanAn)に隣

接 し,村域の中央を国道 1号線が縦断している (図 1,表3,4参照)｡

前節でふれたロンアン省内における集団化の低調傾向と関わりなく,カィン-ウ行政村は隣

村ロイビンニョン村とともに集団化の試験地として,段階的集団化が実施された｡

表5に示されるように,カィン-ウ行政村では生産委員会の設立,集落 (ap)の再編,土地調

整と,統一直後から集団化実施に向けて念入りな準備がなされた｡76- 77年に行われた土地

調整では,村内で農地を持たない268戸に197haが分配された lBLA,No.502,85/12/9]｡ま

た,統一前の5集落を4集落に再編 したが,これは同村人民委員会主席 (95年 12月時点)の説

明によると,集落人口の平均化と土地利用 ･インフラ建設計画を合理化するためであった｡

次いで,77- 78年にかけて村全体で21の生産団結隊が結成され [ibid.],生産団結隊を通 じ

て肥料 ･殺虫剤 ･ガソリンなどの生産物資の共同購入が行われるようになった｡3)生産団結隊

に参加 した世帯はそれぞれ肥料代などの購入費を隊に前払いし,隊長の役職名を充てられた世

3)生産団結隊は,農民が国家と集団的に売買契約を実行することで集団経営に慣れていく段階であ
る｡
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表 3 カィン-ウ行政村の現況 (2000年)

総面積 997.4ha

うち,農地 647ha

公共用地 100ha

屋敷地 189ha

9,673人

総世帯数 2,243戸

うち,農業世帯 1,360p

非農業世帯 883戸

出所 :[UybanNhandanXaKhanhHau
2001]

図 1 カィン-ウ行政村

話役が購入者名簿を作成 し,村政権の裏書きをもらい県に持参 して物資を購入 して持ち帰 り分

配 し,各農家は物資運搬等の実費を隊長に支払 った｡4) 聴取 した元団結隊隊長によると,75年

に村内やタンアン市にあった個人経営の農業生産物資を扱 う商店は76年以降徐々に減少 して

いった｡生産団結隊を通 じて購入 した肥料価格は,個人商店の購入価格 と比べて半額以下とた

いへん安かったため,一般の村民は生産団結隊の存在や名称を知 らないまま,世話役がとりま

とめて安価な肥料を共同購入すると認識 していたという｡

1978年にメコンデルタで発生 した大洪水は,カィン-ウ村においても家屋の浸水 ･収穫の減

少 という被害をもたらした｡洪水後の 78年年末～ 79年にかけて同村で生産集団化が開始され

た｡5)最初に78年年末ジン集落において第 1生産集団が成立 したのを皮切 りに,79年夏秋作期

前までに村全域で計 15の生産集団が成立 した｡この間,村内農業世帯に対 して村政権の人員や

4)生産物資の購入は,村人民委員会に近いジン集落とクエッタン集落では人民委員会で物資を入手

し,国道を挟んだトゥートゥウ集落ではタンアン市に赴いて物資を購入していた｡

5)規定によると,生産集団は合作社移行過程における過度的集団経済形態であり,その規模は合作社よ

り小規模で,土地と主要な生産財が集団化されており,成員は土地の収穫を分け合うと位置付けら

れていた｡生産集団は集落(ap)毎に組織され,集団毎の成員数は(労働年齢に達した)約60-70人,

その面積規模は, 2期作地域で約40-50ha, 1期作地域では約50-70haとされていた [BLA,

No.155,78/12/19:3]｡集団内の農地 ･住居は隣接していることを原則としていた｡生産集団には

5名の委員によって構成される管理委員会が設けられた｡
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表4 カィン-ウ行政村の集落別現況 (2000年)

ジン集落 クエッタン集落 トゥ-トゥウ集落 カウ集落

面積 (ha) 203.9

人口 (人) 2,536

世帯数 (戸) 583

出所 :[UybanNhandanXaKhanhHau2001]

表 5 カィン-ウ行政村における集団化の経緯

1975年 5月初

年末

1976-77年

1977-78年

1978年 雨季

1978年 11月

1978年末～79年

1979年

1979年 夏秋作季

1981年

1983年 2-3月

1984年 夏秋作季

1985年

1987年 7-8月

1988年 3月

1988年末～1989年

村人民委員会成立

農業改造委員会成立

土地調整,268世帯に農地197ha分配*

生産団結隊21隊が成立*

大洪水

ジン集落に第1生産集団が成立,73世帯が参加,農地23.6haを所有*

15生産集団が成立

農業改造委員会から経済計画委員会へ改編

労働点数制による集団生産労働開始

生産物請負制の発令

トゥ-トゥウ農業合作社成立*

クエッタン集落で各農家に請負地を支給,個別生産労働が開始

クエッタン農業合作社成立,345世帯が参加,農地155haを所有*

クエッタン農業合作社が活動停止

トゥートゥウ農業合作社が活動停止

ドンタップムオイ地域への集団入植第一陣が出発

旧所有者へ請負地を返還

はロンアン新聞による

集落長が説得に赴 き,個人経営の不利益を説明 して生産集団-の参加を呼びかけた｡ トゥ-

トゥウ集落ではもっとも早 く参加に同意 した例で数日内に,遅 くとも作付期初めまでに参加 し

たが,当初 6世帯が不参加を表明し3- 4世帯が最後まで参加 しなかった [森 1997:39]｡筆

者の聴取例では,クエッタン集落で2世帯が老齢を理由として生産集団に参加 しなかったが,

所有地は生産集団に提供 して毎作付期後に生産集団から収穫の分配を受け取 っていたという｡

生産集団が成立すると,集団化された農地で集団で生産労働に従事 し,労働点数で評価され

た労働量に応 じて収穫が分配された｡

その後,カィン-ウ村では83年に トゥ- トゥウ農業合作社が,次いで85年にクエッタン農

業合作社が成立 した｡85年までに同村内には8生産集団と2農業合作社が成立 し,全農地面積

の98%,全農業世帯の96% が集団化された [BLA,No.502,85/12/9]｡
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ト4 集団化過程における問題

一見すると順調に進展したかのようなカィン-ウ村における集団化は,実際には理想と現実

の問に多くの敵酷を発生させていた｡

最初の置きは,集団化の前提条件である土地調整において生じた｡76-77年に行われた土

地調整では268戸に197haが分配されたが,同村人民委員会主席によると (95年 12月時点),

統一後の社会主義政権によって地主 ･富農階級と判定され,土地の接収を迫られた対象者はい

ち早く土地登記を家族 ･親族名義に変更したため,村内の土地なし･零細規模農業世帯すべて

に農地を分配することができなかったという｡ またジン集落における聴取では,村政権から土

地分配の指示を受けた土地なし世帯が土地所有者が土地分割に反対したため,自ら土地分配を

断った例もあった｡

土地調整において農民間の階級差が平等化されていないことは,次段階に待ち受ける生産集

団成立に影響してくる｡ 規定では生産集団参加に際して,参加希望者は集団化持ち株として生

産財 ･生産資材を,また生産持ち株として作付期初めに金銭あるいは現物による生産資本を平

等に提供することとされていた [BLA,No.159,79/2/6:3]｡しかし,実際には土地調整後も村

内には土地なし農業世帯が残っていた｡この難問に対する政権側の解決はきわめて単純であっ

た｡農地所有世帯は規定通りに農地を生産集団に提供したが,統一前に発行された土地権利証

書は統一後は無効として不問に付され,そのまま各世帯が保持したままとなった｡また,農地

を所有しない世帯は,参加当初に1回だけ生産持ち株として ｢きわめて安価な｣籾40kgを前

納あるいは後納しただけであった｡

生産集団参加に際して,各世帯は世帯主 ･世帯人数 ･所有地面積を記入した参加申請書を提

出し,生産集団管理委員会がそれをとりまとめて名簿を作成し,村の経済委員会に提出した｡

生産集団の中には,集落内の参加世帯の経済状況は周知であるため,集団幹部が名簿を勝手に

作成したものもあった｡

ⅠⅠ 生産労働集団化の実態

メコンデルタにおいて, 1979年以降成立した合作社 ･生産集団が80年代前半までに相次い

で解体した要因の一つには,三請負制と呼ばれる制度上の問題点があった｡生産集団に参加し

た農民は,集団化された農地において共同で生産労働に従事し,その労働は労働点数によって

評価され,その評価に応じて収穫物を受け取ることとなっていた｡しかし,その三請負制は農

民のサボタージュを招き,幹部の管理能力欠如と相まってメコンデルタにおける集団化を阻害

し,統一後の農業生産力の回復と上昇を妨げる大きな要因となった [出井 1989:45-46]｡

本章では,この労働点数制による生産労働の集団化をめぐる当時の状況を,同村クエッタン
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集落 (ApQuyetThang)における事例において考察してみる｡

Ⅰト1 生産集団の機構

クエッタン集落では,1979年 3月に生産集団へ移行する準備集会が開催され,第 13生産集

団 ･第 14生産集団 ･第 15生産集団が成立 した｡村政権幹部の指示下に,各集団の管理委員会

幹部が村政権から推薦され集会で承認された｡各生産集団の規模はほぼ均等で,農地面積は約

50ha,世帯数は約 100戸,人口約 500人ほどであった｡

生産集団の機構は図3に示すとおりである｡ 準備集会では集団長 (Tapdoantruong)と2

名の副集団長- 労働担当 (Tapphophutrachlaodong) ･会計担当 (Tapphophutrach

ketoan) の3役が選出されただけであったが, 活動を始めると必要に応 じて倉庫係 (Thu

kho) ･チュオンカウ (Truongkhau)が集団長によって任命された｡6)

成立当初,土地の集団化はなされていたものの,耕転機 ･ポンプ等の生産機械は依然として

個人所有のままであり,集団の資産をもっていなかった生産集団は,事務所 ･倉庫は集団員の

家屋を借り,生産機械は村内 ･村外の所有者から賃借りしていた｡

Ⅰト2 生産労働の集団化 - ディウコン (I)ieucong)

労働点数制下に共同で生産労働に従事することをディウコンと呼んでいた｡たとえば,農作

業は午前7時～11時 ･午後 1時～5時の1日8時間,正規労働力の場合で労働点数 10点と評

価された｡7)

生産集団内における農作業進捗状況に応 じて労働力を配分 したのは労働担当副集団長である

が,実際の生産現場で作業の進捗状況をチェックしたのは主にチュオンカウと呼ばれた作業頭

であった｡第 13生産集団のチュオンカウによると,前日の夕方あるいは当日朝に,副集団長は

生産集団内のどの農地に何人の労働力を配置するかを,生産現場において直接に,あるいは

チュオンカウを通 じて集団員に伝えた｡チュオンカウは毎日午前 ･午後それぞれにつき生産現

場に出て,農作業に従事している労働者数と誰が生産現場に出て来ていないかを手帳に控える

と,副菜団長に報告した｡その報告を受けて副集団長は,労働者数が不足した生産現場に他所

から集団員を再動員 して農作業が遅延しないように図った｡第 13生産集団では副集団長と3

6)筆者の聴取結果では,生産機械係 (suckeo)が設けられたのは第13生産集団だけである｡生産計
画に従って,村内 ･村外の生産機械所有者から耕転機 ･ポンプ等を賃借りし収穫後に籾換算で支

払った｡

7)それぞれの農作業毎に労働点数はあらかじめ決められており,労働の質 ･熟練度は考慮されない｡
たとえば耕転機などの生産機械操作もまた労働点数が高かった [出井 1989:45-46]｡労働力は男女
年齢別に正規労働力 (laodongchinh)･副労働力 (laodongphu)･寄食 (antheo)に分類さ
れ,聴取によると,一般集団員の農作業は正規労働力で1日8時間で10点,副労働力で4点,管

理委員会幹部の点数は8時間で12点,また家畜 ･家禽飼育は5点と見積もられていた｡生産集団

では農閑期を利用した家鴨飼育が行われたが,養豚 ･養鶏は個人が行うだけであった｡
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｢一一一一一一一一一--ll--1管 理 委 員 会 -------一一1-----I
I

･生産集団の管理

･村計画推済委Å会へ報告

･生産物兼の借入れ

J･生産現場への労働者 .肥料等生産物資購入 ･収穫物･生産物資
l配分計画立案 ･出納帳の妃入

チュオンカウ チュオンカウ

･生産現場の作業状況チェック
･副集団長へ作業状況報告

生産機械係

借り交渉
耕m ･ポンプ等の貫 :

図3 生産集団の機構

人のチュオンカウが生産現場に出て,労働者数が足りているかどうかと集団員の出勤状況を

チェックした｡隣接する各生産集団間はときに労働交換 (doicong,vancong)を行った｡労

働力の極端な不足や時宜にあった農作業のために,他の生産集団から集団員を臨時に借りてく

ることが行われた｡労働点数の計算は日々の出勤状況をっけた手帳を元に,収穫間近になると

会計と副集団長が計算し,収穫後に生産経費 ･税金分を除いた収穫物を生産現場でそのまま分

配した｡前述のチュオンカウによると,怠業者は収穫の分配分が当然少なくなるので,とくに

罰則を設けたりしなかったという｡

生産集団管理委員会の労働管理能力,すなわち生産現場に必要な労働力を動員し機能させる

か否かは,必然的に国家から請負った生産量を達成できるか否かに大きく影響した｡労働管理

がうまくいかず生産量が減収した生産集団は,税金滞納分 ･肥料代金等の負債が年々蓄積され

ていった｡クエッタン集落で同時期に成立した3生産集団は,徐々にその経済力に格差を生じ

た｡8)

同村におけるディウコンは,生産物請負制が実際に導入され各世帯に請負地が支給される

1984年まで5年間継続した｡9)

8)経営が良好であったのは第 14生産集団であった｡ クエッタン農業合作社成立に際して, 合作社に
移行することとなったジン集落の第 1生産集団とクエッタン集落の3生産集団は, 集団資産を整理
して合作社への持ち出し分を均等化する処理を行った｡その際に,第 14生産集団が他の3生産集
団の滞納分を支払い,他集団の集団員は1-3年分割で滞納分を返済した｡

9)元クエッタン合作杜主任によると,81年に発令された生産物請負制が同集落で実際に導入されるま
でには,土地調整が必要とされたため時間を要したという｡第 13生産集団は土地調整が早 く終了
し翌年には請負地が支給されたが,第 14生産集団では84年に請負地が支給された｡
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Ⅰト3 集団化期の農業生産性とインフラ投資

力ィン-ウ村の農業生産は,統一前の58年にha当たり約 2.3t/haの収量を上げており,村

内の一部低地を中心としてすでに2期作が行われていた [Hendry1959:130-131]｡60年代に

入ると,同村およびその周辺地域では化学肥料 ･殺虫剤や小型ポンプが普及し2期作化が拡大

した｡73年のカリソンによる調査では,カィン-ウ村を含むメコンデルタ3村の平均収量は69

年に2.2t/ha,71年に2.5t/haと上昇し,高収量品種の導入と化学肥料の多用により2期作化

が進展していた｡カィン-ウ村における調査対象44戸のうち2期作化は69年に59%,71年に

91%,72年には95% と急速な進展を遂げていた [Callison1974:21]｡筆者の聴取によると(97

年),カィン-ウ村では55-56年頃にトゥ-トゥウ集落 ･カウ集落のパオディン運河沿いか

ら2期作化が始まった｡低地 ･水路傍の水田に限定されていたため,75年までの2期作化面積

は約 50% ほどであったが,カウ集落 ･トゥ-トゥウ集落で約 10%位がすでに3期作化を開始

していたという ｡ ha当たり収量は2t強-3t以上,小型ポンプの普及で乾季の2期作収量が

1期めよりやや高かった｡しかし,このような統一前の農業発展は,海外からの経済援助でま

かなわれた低利の農業ローンを背景に,輸入化学肥料とガソリンポンプの多用によってもたら

されたものであった｡50年代においてすでに同村農民は収穫成功には化学肥料の使用が不可欠

であると信じていたが [Hendry1959:107],戦時中にかけて化学肥料信仰はさらに浸透してお

り,戦後の輸入生産物資の供給ストップは同村農民にとって大きな打撃となった｡78年の同村

における平均収量は,大洪水の影響もあり2t/ha未満と極端な落ち込みを示した｡

労働点数制では,収穫から税金,国家から借入れた肥料 ･殺虫剤や耕転機等の借り賃,一定

割合の集団資産分を除いた収穫を,労働点数に応 じて集団員に分配したため,労働点数当たり

の分配量は収穫量に左右された｡

生産集団移行後の農業生産性は,聴取 した村民達がやや過大な収量を報告する傾向があり正

確さを欠くものの,成立後初めての夏秋作の収穫が,労働管理の不徹底によって大幅に生産が

減少し,また各生産集団によって生産性に格差が生じた｡第 13生産集団の元集団員からの聴取

例では,79年夏秋作で10点につき籾300g,分配された収穫は-人当たり両手に一盛りの籾にし

かならなかったという｡ 第 13生産集団では79年に夏秋作 1.6t/ha,冬春作2t/haと生産量が

低かったため村から種籾を支給された｡同生産集団ではその後徐々に生産性は上昇し,翌80年

には夏秋作2t/ha,冬春作はやや高めとなった｡一方,第 14生産集団ではおおむね第 13生産集

団よりも生産性が高く,その理由は元集団長によるとサボタージュ者が少なかったためという0

同村における農業生産は84年請負制移行後に3.2t′/ha台に回復し,85年には3.8-4.5t/

haに達し,88年以降はぼ平均4.5t/haで推移した｡

ディウコンが行われた時期には生産性の落ち込みとともに,生産労働-の動員ができないま

ま放棄された農地が増加し,一時は農地の半分以上が放棄されたともいわれている｡
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一方,この時期には義務労働で動員した労働力を利用 し,村内のインフラ建設が,とくに水

利面で進展した｡タンアン市によって総合的水利システム建設計画が策定され,82年のニョン

-ウ水路を最大規模とした村内小水路 (kinhnoidong)開削 ･電動ポンプ場や水門の建設が

行われ,同村における2期作地域拡大に貢献した｡

ⅠⅠⅠ 家庭経済に対する集団化の影響

ⅠⅠⅠ-1 1958年における家庭経済状況

統一前の1958年にカィン-ウ村を調査 したヒッキーは,村内社会階層を土地経営規模に

よって上層 ･中層 ･下層クラスに分類 し, 2ha以下の土地経営世帯と雇用労働世帯を下層ク

ラスと位置付けた [Hickey1964:235]｡

ヒッキーと同時期に同村の経済活動を調査したへンドリーによると[Hendry1959:66-71],

カィン-ウ村世帯主の3分の2が農業を主な生業としており, 5分の1-4分の1が雇用労働

者であった｡多くの場合 1つの仕事だけでは不十分で第 2,第 3の仕事に従事して収入を補填

していたO主な雇用労働は農作業であり,農外作業- 溝池掘り･畦土盛り･屋根葺き･壁修

理等 - の割合は大きくなかった｡下層クラスでは世帯構成員の2名以上が収入を求めて働

き,その半分以上が複数の仕事を持っていた｡全世帯の3分の2で妻が現金収入を求めて働き,

ほとんどの中層 ･下層クラスで12歳以上の子供は何らかの現金収入を得る仕事に従事 した｡

換言するならば,圧倒的大多数の成人が農業に従事し,相当数の成人が複数の雇用労働に従事

していたのが当時のカィン-ウ村の家庭経済状況であった｡

さらに農業経営面では,中層クラスの全世帯が収穫を売却していたが,下層クラスの41%が

売却するに十分な収穫を得ておらず,種籾を残し現金が必要なときに少量だけを売却していた

[ibid.:184-186]｡すなわち,58年当時の下層クラスにおいては,農業生産は自家用飯米と生産

用種籾の確保が主であり,現金収入の多くは多岐にわたるさまざまな雇用労働においてまか

なっていたのである｡

ⅠⅠト2 集団化移行前の家庭経済状況

図4に示すように,カィン-ウ村は絶えざる人口圧を受けており,その人口は1958年の農地

改革から1989年集団化の解体後までに2.8倍に増加すると同時に,農地面積の大幅な減少を招

いた｡このような人口圧の要因として,戦後の平和回復により自然増が加速されたこと,戦後

の復員,そして都市労働市場の閉鎖に伴う社会移動の減少がある [桜井 2000:112]｡

統一前の農地改革過程で創出された自作農は,平均 1-2haの農地を所有することとなっ

たが [大野 1998:ll-18],戦後の人口増 ･次世代への土地分割慣行から世帯当たりの平均規

112



大野 :カィン-ウ行政村における集団化の事例報告

人口(人).世♯赦(戸)

$ 1060ha

全 /000ha 全 10TOha 全997',4h

350.

芋!'lIJI･ギ.てノこl琴･ヰ 5595i ▲ 4413 ▲ 5599 6 6 請】■,哉す1ナく

3241 224 3

o p' o' o 害

農地面積 その他 ▲人口 ★世帯数

I2000

I0000

8000

6000

4000

2000

図4 カィン-ウ行政村における人口と農地面積の推移

模の零細化は進行した｡集団化移行前のカィン-ウ村の社会は,50年代末ゴ-ディンジェム期

の農地改革において223ha,70年代初グェンヴァンティエウ期の農地改革によって274ha,

76- 77年の土地調整によって 197ha,と実にヒッキー,-ンドリーが調査した58年時点にお

ける同村農地面積の75% を細分し,その結果村内のほとんどの農業世帯が58年時点の下層レ

ベルに転落していた｡

生産集団成立時における世帯当たりの土地所有規模を試算すると,前述のクエッタン集落第

13生産集団では53ha,125戸,1世帯平均で0.42ha,第 14集団では47-48ha,80-90戸,

1世帯平均で0.53-0.6ha,さらにジン集落第 1生産集団にいたっては23.6ha,73戸, 1世

帯平均で0.32haと,すでに村内のほとんどの農業世帯が0.5ha以下の ｢貧農｣ レベルに化し

ていた｡零細化の進行に呼応して 2期作化が拡大していったとはいえ,零細な農業経営におい

ては,生産コストの上昇を招き粗利益が少なかったことは想像に難くない｡10) 集団化以前の

カィン-ウ村では,ほとんどの農業世帯が58年時点の下層クラスと同様に農地をもっていた

としても,自家消費用の飯米確保が主となり,雇用労働において現金収入を確保する状況が常

態化 していたのではないかと思われる｡

10)へンドリーが試算 した1958年における1ha当たり生産経費では,かりに収量 2.3t/ha,粗売却価格 1
ザー-50ピアストル,農業ローン利用の場合で農業収入の60-68%にのぼった｡生産経費の最大を

占めたのは労働経費で63-70%,次に肥料代で20-23%を占めていた[Hendry1959=130-134]｡
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III-3 集EZl化期における家族経済の変化

1)村外雇用労働の増加

前章で述べたように,労働点数制下では日々決められた作業時間を生産現場に出ているなら

ば,労働生産性と質を問われることは少なかったため,サボタージュが横行 し,農業生産の減

少につながった｡農民は生産現場で日々の食事の菜を求めて摘み草 ･魚釣りを行った｡

当時,カィン-ウ行政村の四囲で集団化が実施されていたのは,同村北のロイビンニョン行

政村だけであり,隣接する他の3村 - アンヴィンガイ (AnVinhNgai)村やティエンザン

省のタンホイドン (TanHoiDong)村 ･タンフォン (TanHuong)村- とも集団化がな

されていなかった｡カィン-ウ村とその周辺地域における集団化が同一歩調でなかったこと

は,カィン-ウ村におけるディウコンの動員力に大きく影響 した｡同村農民はこれら近隣村に

出かけて農作業を主とする雇用労働に従事 し,現金収入を得るようになった｡たとえば,ク

エッタン集落では隣村タンフォン村 ･タンホイドン村に, トゥ-トゥウ集落ではパオディン川

を越えてアンヴィンガイ村に日雇い農業労働に行くようになった｡

へンドリーは,58年時点において村内人口が雇用労働力の源泉となっていたことを指摘し

[Hendry1959:66],また村内にチュムカイ (Trumcay)と呼ばれる労働者を雇用主に仲介す

る組織者の存在を報告している [ibid.:72]｡

60年代初にジン集落内で雇用労働に就いていた村民によると (99年聴取),生産集団成立ま

で同村には-ンドリーが報告したようなチュムカイあるいはチュムコン(Trumcong)が存在

した｡各集落に2-3人いたチュムは,農業労働を各農家から請負うと,その配下にある労働

者を配分 して農作業を効率よく行い,農家からまとめて支払われた賃金をチュム自身の手間賃

を除いて労働者に支払った｡チュムは集落内に各々の独立した地盤をもち,その域内において

雇用主と労働者間を仲介 ･組織し,時に村内の各チュム間で労働力を貸し借りした｡このよう

なチュムの役割は,雇用主にとっては直接雇用の手間を省き,適時適宜に労働者を調達するこ

とを可能とし,また労働者にとっては,域内における雇用の安定と必要に応じて労賃の融通を

受けるという好条件を提供 していた｡11)

生産集団が成立すると,従来のチュムは姿を消し,替わってチュムが行っていた労働力管理

に関わる機能は,結果的に副集団長とチュオンカウが代行することとなった｡ しかし,生産集

団成立当初の副集団長やチュオンカウは,従来のチュムに不可欠の資質- 金銭 ･労働配分

の計算ができる,雇用労働の受注先を見つけることができる- を必ずしももっていなかっ

たため労働管理の不手際が顕著に現れてきた｡

ll)ドイモイ後のチュムの復活については岩井論文に詳しい [岩井 2000:160-163]｡
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2)義務労働逃れ

ディウコンがカィン-ウ村民から農業労働における現金収入獲得の機会をなくしたと同時

に,義務労働もまた従来の農外労働における現金収入獲得の大きな障害となった｡生産集団の

成員は,生産労働以外に一人当たり年間45- 55日の労働義務があった｡12) この労働力は村内

のインフラ建設,とくに水利建設に投入され,また青年労働力を対象として, ドンタップムオ

イ地域の水利建設に動員されることもあった｡溝掘り･畦っみ ･道路建設といった義務労働の

内容は,従来のカィン-ウ村では農外雇用労働の機会を提供するものであった｡この義務労働

は,80年頃から金銭による代替納や代理労働者を雇って差し出す農民が横行し,各生産集団も

また義務労働の動員数不足を雇用労働者によって補填したという｡

3)副業経済の発展

カィン-ウ村においてディウコンが実施されると,従来は農業労働に関連して経営あるいは

雇用という形態で得ていた現金収入の主たる源を,村内に求めることができなくなり,前述し

たような村外への雇用労働を促した｡それとともに農業労働以外のさまざまな副業による生計

の補填が重要な意味をもってきた｡集団化期に家族経済の中でこのような副業経済がどの程度

を占めていたかを算出することは難しいため,おおよその傾向を述べるに留めたい｡

第 1に,北部農村における自留地経済の発展と同じように,カィン-ウ村においても屋敷地

を活用した農業生産が発展した｡

メコンデルタ農村の伝統的な農家の仔まいは,四囲を濠で囲み盛土した屋敷地で家屋を取り

囲んでココナッツ等の果樹を植え,その一部の菜園と家畜小屋を配置するものである｡13) 現行

のクエッタン集落では農地面積 140ha,屋敷地面積は32ha(97年)と,屋敷地面積は農地面

積に対して約 15% を占めており,この屋敷地が家族経済に果たす役割は大きいと思われる｡生

産集団成立に際して,この屋敷地は集団化の対象外として各世帯に残された｡したがって,各

農家は,この屋敷地を活用し稲作 ･芋栽培などを行い食糧不足をしのいだ｡クエッタン集落に

おける聴取では (99年),当時親から譲られた500m2の屋敷地に家屋を建設せず,すべて水田

に転換した例がある｡ また,主に自家用に鶏 ･家鴨の飼育を行い,飯米量が不足がちであるこ

とも関係して,養豚を行う世帯は少なかった｡当時の生活状況は,現金収入が減少したため,

消費支出を切り詰めヌオックマムなどの調味料を買う以外には村内の商店を利用しなくなった

とい う ｡ 食事には菜園で育てた野菜や摘み草,水田 ･水路で採った魚類を利用し,分配された

12)生産集団の成員は, 正規労働力で集団に対 して 10-15日, 国家に対 して社会建設用として30日

と公共工事用に5日の労働義務を負っていた [BLA,No.159,79/2/6:3]｡
13)95年のカィン-ウ行政村土地台帳では,農地と屋敷地所有世帯が1,207戸,また農地を持たないが

屋敷地のみを所有する世帯が263戸,屋敷地面積の最大は7,317m2,最小が45m2,平均 1,878m2
である｡農地所有規模の平均は3,919m2であり,屋敷地と農地の比率がほぼ1:2となっている｡
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籾が少ないためそれを粥にしたという｡

この他に,内職と特殊な例としては出稼ぎによる生計の補填があげられる｡

統一前58年時点のカィン-ウ村では,全世帯の3分の2で妻が現金収入を求めて働いていた｡

その主な仕事は田植え等の農作業であったが,農外作業として織物 ･縫い物の内職が行われて

いた｡集団化期にも引き続きむしろ織りを主とした内職が女性達によって引き続き行われた｡

また,当時労働移動は極端に制限されていたが,統一前にソンベ-省のプランテーションに

出稼ぎに行った村民がもたらした情報によって,第14生産集団の中から30-40人が 1カ月～

3カ月間臨時に同省-焼畑をLに行ったという｡

4)副業地 (Datkinhtephu)

生産集団に参加した農民はその労働を労働点数によって評価され,その評価に応 じて収穫物

を受け取ることとなっていた｡したがって,世帯内で正規労働力が不足し,かっ労働力に換算

されない若年あるいは老齢の寄食者が多い場合には,労働点数に応じて分配される収穫物では

飯米が不足する状況が発生した｡このような世帯を主な対象として,生産集団が成立して約3

年後に,農地の一部を保留してこれら世帯に副業地として支給した｡この副業地は,84年の請

負地支給時にいったん生産集団に回収された｡

副業地は-人当たり100m2を世帯内副労働力 ･寄食者の数に応 じて,上阪 l,000m2まで支

給されることとなっていた｡

たとえば,クエッタン集落第 13生産集団では,集団の土地約 50haのうち全体の 1割に相当

する計 5- 6haを数カ所に分けて副業地分としており,また第 14生産集団では副業地分 2.3

haを 17世帯に分配 した｡

この副業地も屋敷地と同じように納税対象外であり,稲作 ･芋栽培などに活用され食糧不足

を補充した｡14)

5)非農業世帯-の転業

一方で,80年代に入ると,生産集団に参加 した世帯の中に,農業を放棄 して米 ･雑貨などの

行商に転業する例が出たようである｡

クエッタン集落では,行商 ･職人 ･精米所経営の約 9- 10戸の非農業世帯がおり,集団化に

参加 しなかったという｡ また,85年に成立 したクエッタン農業合作社の元合作社会計による

と,約 10% の非農業世帯がおり,その中には集団化移行後農業をやめて行商に転 じた世帯も含

まれており,そのような非農業世帯の方が経済状況はよかったという｡ 集団化期の村内におい

14)副業地はあらかじめ生産集団の土地資本に含まれているため,生産集団では副業地を含む全農地面
積に応じて肥料 ･殺虫剤の借入れを行っていたが,副業地の収穫については税金対象外とされた｡
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ても,精米所経営者や若干の米の仲買人が存在しており,村外からも仲買人が米の買付に訪れ,

その価格は国家納入価格より約 10倍高かった｡15)

ⅠⅤ カィンハウ村における集団化の継続について

ロンアン省のみならずメコンデルタ全域で70年代末に次々と成立した生産集団 ･合作社は,

数年を経ずして解体したにも関わらず,カィン-ウ村において79年から84年まで5年間,ま

がりなりにも労働点数制による生産労働の集団化が継続したしたことは,当時のロンアン省内

だけではなく,メコンデルタ全域からみても稀な例であろうと思われる｡その背景には,村政

権を通 じて上意下達される省政権 ･県政権一国家の強い意志と指導が働いていたことは疑うま

でもない｡

メコンデルタ農村における集団化がほとんど挫折 してたのに対して,カィン-ウ村において

集団化が実施され,継続したことについてどのような要因が考えられるであろうか?

前章で述べたように,同村が集団化の試験地として選ばれた背景には,おそらく統一前二度

の農地改革を経て土地所有の平均化が進んでいたため,集団化実施が容易と判断されたと思わ

れる｡ しかし,一方においてカィン-ウ村民にとって,集団化政策は受容可能な範囲であった

とも言えるのではなかろうか?

また,農民が生産団結隊参加に至った理由には肥料殺虫剤輸入が76年以降ストップする中

で政府からの供給に依存する道を選択せざるを得なかったということが挙げられる｡ 一般農民

は代金を前払いするだけですみ,購入に伴う煩雑な書類手続き･運搬は団結隊隊長と村政権が

代行した｡政府は集団化推進のために鞭を使用するだけではなく,アメをも用意して農民を勧

誘 したのである｡

一万,カィン-ウ農民にとって集団化政策は受容可能な範囲にあったとも言えるのではなか

ろうか?

カィン-ウ村の場合,統一前から集団化直前まで,絶えざる人口圧とそれを受けた土地細分

化の歴史的経緯の中で,村内のほとんどの農業世帯が雇用労働あるいは零細農業経営の下層レ

ベルに転落した｡その過程で同村農民の農業経営は,集団化施行前にすでに自家消費米確保と

いう自給的傾向を強めるとともに,家庭経済における現金収入は,家族の複数名によるさまざ

15)80年に他省に先駆けてロンアン省は省外への物資流通を許可する流通改革を行った｡ホーチミン市

に隣接 した同省では,幹線道路の検問を廃止することによって物資の流通を自由化した｡元ロンア

ン農業局局長によると, 当時省内のみならずタイニン省などからも行商人が同省内ルートを通 じて

物資をホーチミン市に流 し, これによって同省は大きな経済利益を上げ,それを ドンタップムオイ

地域への投資にふりむけたという (99年聴取)｡
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まな短期的雇用労働を主としてまかなわれる形態にシフトしていたと思われる｡ したがって,

集団化によって農業経営部門を自給体系に切り離すことについて,同村農民の抵抗感は弱かっ

たのではないか｡換言するならば,農業の集団化施行は同村における農業経済構造の中の自給

性に合致するものであったろう｡

さらに,カィン-ウ村農民にとって生産労働の集団化とは,すなわちディウコン- 労働調

整であった｡集団化前のカィン-ウ村農民は,チュムコンあるいはチュムカイと呼ばれる生産

労働の調整役を通 じて農作業の効率化を行っており,同村農民にとって,生産集団内において

チュオンカウの配下で生産労働に従事する形態は,集団化前のチュムによる労働調整に連続す

るものであったといえる｡

すなわち,カィン-ウ村において集団化がある程度継続した背景には,同村農業生産構造の

自給的傾向と集団化以前からの生産労働形態が影響 していたと思われる｡

お わ り に

本稿中で紹介したカィン-ウ行政村における集団化の経緯は, 98-99年前後に同村クエッ

タン集落を中心として行った聴取調査と,ロンアン新聞等の各種資料によって再構成 したもの

である｡1988年の集団化解体から10数年を経ているため,人民委員会 ･合作社等の旧幹部い

ずれもが,当時膨大に作成されたであろう帳簿類を残しておらず,また調査に協力していただ

いた旧幹部を含む村民の記憶はきわめて唆味なものとなっており,調査当初意図していた統一

直後から80年代前半にかけての空白を埋めることがむずかしくなっていた｡また,チュオンカ

ウや副業地 (datkinhtephu)等の北部における集団化についての報告ではみられない語嚢 ･

コンセプトが折々出現したこともこの作業をさらに困難なものとした0

カィン-ウ村における集団化は統一直後の社会主義政権の強い指導力が局地的に作用した結

果である｡聴取した生産集団旧幹部等は当時革命政権の力が強かったことと,同村が集団化の

試験地であったことを繰り返 し語っていた｡一方,同村内における集団化の現場においては他

村への出稼ぎ,義務労働の銭納,副業地支給といったさまざまな方便が用いられていた｡これ

には少なくとも村政権レベルにおける容認,黙認が前提にあったと想定される｡

ベトナムにおける農民と国家の力関係において国家一農民の二項対立のコンテクストにおい

て国家権力の強弱を論議されてきたが,カィン-ウ村の集団化事例を通 じて省一県一村政権に

体現される国家もまた必ずしも一枚岩として農民に呼応する存在ではないということを考慮し

ていく必要がある｡
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